
　町民の皆さんから寄せられた「町の借金は２００
億円以上あるそうだが、将来大丈夫なのか。財政破綻し
て赤字団体になる心配はないのか」という声にお答えし
ます。
　このパンフレットを読んで、さらにくわしく知りたい
　という方は、役場総務課財政係にご遠慮なくお問い
　　　合わせください。



　
広
報
11
月
号
の
６
〜
９
ペ
ー
ジ
で
見
て

い
た
だ
い
た
平
成
18
年
度
各
会
計
の
決
算

報
告
は
、
み
な
べ
町
が
16
年
10
月
に
誕
生

し
て
以
来
、
３
回
目
の
報
告
で
す
。

　
町
の
予
算
額
・
決
算
額
は
、
16
年
度(

６

か
月)

が
50
億
円
台
、17
年
度
と
18
年
度
が

90
億
円
台
と
、
周
辺
の
町
と
比
較
し
て
大

き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
主
な
理
由
と
し
て
次
の
よ
う
な
施

設
の
整
備
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

①
建
築
後
数
十
年
が
た
ち
老
朽
化
し
て
き

　
た
学
校
や
保
育
所
を
は
じ
め
と
す
る
公

　
共
施
設
の
整
備(

南
部
小
学
校
改
築
工

　
事
、
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
改
修
工
事
な

　
ど)

②
旧
町
村
時
代
か
ら
懸
案
と
さ
れ
て
き
た

　
地
域
間
交
通
や
産
業
流
通
を
円
滑
に
す

　
る
た
め
の
整
備(

町
道
新
殿
開
南
部
川

　
線
、
小
倉
谷
地
区
農
免
農
道
の
改
良
工

　
事
、
砂
防
・
水
源
確
保
の
た
め
三
里
峰

　
の
山
林
の
取
得
な
ど)

③
南
海
・
東
南
海
地
震
や
災
害
に
対
応
す

　
る
た
め
の
防
災
施
設
な
ど
の
整
備(

防

　
災
無
線
統
合
デ
ジ
タ
ル
化
事
業
、
津
波

　
危
機
管
理
対
策
緊
急
事
業
、
南
部
小
新

　
校
舎
免
震
工
事
、
町
道
新
殿
開
南
部
川

　
線
橋
梁
新
設
工
事
な
ど)

④
ご
み
処
理
関
連
施
設
や
下
水
処
理
施
設

　
の
整
備

⑤
安
全
安
心
な
飲
用
水
を
供
給
す
る
た
め

　
の
水
道
関
連
施
設
の
整
備

　
い
ず
れ
の
施
設
も
町
民
の
生
活
に
直
結

す
る
も
の
ば
か
り
で
す
。

　
合
併
後
に
こ
れ
ら
の
施
設
の
整
備
が
集

中
し
て
い
る
理
由
と
し
て
、
次
の
３
点
が

あ
り
ま
す
。

１ 

①
〜
⑤
と
も
早
急
に
対
処
す
る
必
要
が

　
あ
る

２ 

国
、県
と
も
財
政
難
の
た
め
、
こ
の
先
、

　
市
町
村
へ
の
補
助
金
の
補
助
率
を
引
き

　
下
げ
た
り
、
補
助
金
そ
の
も
の
を
廃
止

　
し
た
り
す
る
こ
と
が
心
配
さ
れ
る

３ 

合
併
特
例
債(

※
１)

を
借
り
入
れ
で
き

　
る
期
間
が
合
併
か
ら
10
年
間
に
限
ら
れ

　
る(

み
な
べ
町
は
16
年
度
〜
25
年
度)

　
町
民
の
生
活
に
必
要
な
施
設
を
整
備
し

た
い
と
願
っ
て
も
、
町
独
自
の
財
源
だ
け

で
は
ま
か
な
え
ま
せ
ん
。
か
と
い
っ
て
、

１
〜
３
の
よ
う
な
理
由
か
ら
、
必
要
な
お

金
が
貯
ま
る
ま
で
待
っ
て
い
て
は
と
て
も

間
に
合
わ
な
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

〔
※
18
年
度
末
現
在
の
基
金(

町
の
貯
金)

残
高
は
30
億
９
５
３
３
万
円
で
す
。
な
お
、

不
動
産
財
産
と
し
て
町
有
林
約
６
０
０
ヘ

ク
タ
ー
ル
が
あ
り
、
そ
の
う
ち
40
〜
50
年

生
の
ス
ギ
、
ヒ
ノ
キ
が
植
え
ら
れ
た
人
工

林
が
約
３
０
０
ヘ
ク
タ
ー
ル
あ
り
ま
す
〕

　
で
あ
れ
ば
、
今
あ
る
財
源
と
補
助
金
、

そ
し
て
、
返
済
金
の
一
部
を
地
方
交
付
税

と
し
て
国
が
み
て
く
れ
る
有
利
な
起
債

(

借
金)

を
借
り
て
、
少
し
で
も
早
く
整
備

し
て
お
き
た
い
、
こ
れ
が
町
の
考
え
方
で

す
。
ま
た
、
現
在
借
り
入
れ
し
て
い
る
起

債
は
公
共
施
設
整
備
の
た
め
の
建
設
債
で

あ
っ
て
、
単
な
る
赤
字
債
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。　

　
　
国
の
合
併
市
町
村
優
遇
対
策

と
し
て
合
併
し
た
市
町
村
が
借
り
入

れ
で
き
る
起
債
で
す
。
毎
年
の
返
済

金
額(

元
利)

の
70
％
を
、
国
が
地
方

交
付
税
に
上
乗
せ
し
て
交
付
し
て
く

れ
ま
す
。
で
す
か
ら
、
町
が
実
際
に
返

済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
残
り

の
30
％
に
な
り
ま
す
。

　
み
な
べ
町
が
10
年
間
に
借
り
入
れ

で
き
る
総
額
は
、
標
準
全
体
事
業
費

約
55
億
５
０
０
０
万
円
の
95
％
、約
52

億
７
０
０
０
万
円
で
す
。
そ
の
う
ち

地
方
交
付
税
に
上
乗
せ
さ
れ
る
の
は

約
36
億
９
０
０
０
万
円
で
す
。
な
お
、

現
在
ま
で
借
り
入
れ
し
た
額
は
18
億

１
３
７
０
万
円(

元
金
の
み)

で
す
。

※
１
↓

　「
借
金
を
し
て
施
設
の
整
備
を
す
る
必

要
が
あ
る
の
か
」
と
い
う
意
見
も
あ
る
で

し
ょ
う
。

　
し
か
し
、
学
校
や
保
育
所
、
道
路
、
橋
、

ご
み
処
理
施
設
、
下
水
処
理
施
設
な
ど
は

町
民
の
生
活
に
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
し

か
も
次
世
代
も
利
用
し
そ
の
恩
恵
を
受
け

る
こ
と
が
確
実
で
す
。
で
す
か
ら
、
そ
の

整
備
に
必
要
な
お
金
は
、
そ
の
と
き
の
町

民
だ
け
に
負
担
し
て
も
ら
う
の
で
は
な

く
、
起
債
を
借
り
る
と
い
う
こ
と
で
、
今

後
の
世
代
に
も
負
担
し
て
も
ら
う
の
が
公

平
に
か
な
う
こ
と
に
な
る
と
思
わ
れ
ま

す
。

　
と
い
っ
て
、
何
で
も
借
り
る
わ
け
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
町
の
主
幹
産
業
で
あ
る
梅

関
連
産
業
の
先
行
き
が
不
確
定
で
、
ま
た

国
の
三
位
一
体
改
革
に
よ
っ
て
地
方
財
政

に
し
わ
寄
せ
が
き
て
い
る
中
、
ど
う
し
て

も
必
要
不
可
欠
な
起
債
だ
け
に
し
ぼ
り
こ

ん
で
い
ま
す
。
返
済
も
、
こ
れ
ま
で
借
り

た
起
債
を
で
き
る
だ
け
繰
上
償
還
し
た

り
、
低
利
な
融
資
へ
の
借
り
換
え
を
行
っ

た
り
し
て
い
き
ま
す
。

　
ま
た
、
財
政
健
全
化
の
た
め
、
事
務
的

経
費
の
節
減
、
職
員
数
の
計
画
的
縮
小
な

ど
を
今
後
も
さ
ら
に
進
め
て
い
き
ま
す
。

改築中の南部小学校舎
　頑丈な免震工事を施しており、地震発生時には地域の避難
施設にもなります。完成は今年末の予定です。

山内・目津で行われている大目津漁港海岸
津波・高潮危機管理対策緊急工事
　同工事は南部漁港でも行われています。完成
年度は大目津漁港が平成22 年度、南部漁港が21
年度の予定です。

東
本
庄
小
倉
谷
地
区
で
行
わ
れ
て

い
る
農
免
農
道
の
改
良
工
事

▲

国
道
４
２
４
号
線
の
拡
幅

工
事
に
合
わ
せ
て
高
城
滝

地
区
で
行
わ
れ
て
い
る
町

道
滝
線
改
良
工
事

▲

町道新殿開南部川線の橋梁新設工事
　　　　　　　　　　　(右岸・山内側から)

　現在、山内の新福寺付近や対岸の町民グラ
ウンド近くで橋梁建設工事を行っています。
この橋が完成(平成21 年度予定)すると、地域
間の交流がより促進され、また災害時には重
要な通行路となります。
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　「
こ
の
町
の
財
政
は
ど
う
な
っ
て
る

の
？
隣
の
町
と
比
べ
て
ど
う
な
の
？
」。

　
市
区
町
村
の
財
政
状
況
を
比
較
す
る
主

な
指
標
に
、
経
常
収
支
比
率
と
実
質
公
債

費
比
率
が
あ
り
ま
す
。

　
経
常
収
支
比
率
は
、
町
税
や
地
方
交
付

税
な
ど
町
が
自
由
に
使
え
る
一
般
財
源
の

中
で
、
人
件
費
や
物
件
費
、
扶
助
費
、
公

債
費(

借
金
の
返
済
金)

な
ど
必
ず
払
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
お
金
が
ど
れ
く
ら
い
の

割
合
を
占
め
る
か
と
い
う
指
標
で
す
。

　
こ
の
比
率
が
低
い
ほ
ど
財
政
に
余
裕
が

あ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
通
常
、
市
区
町

村
は
70
〜
75
％
に
収
ま
る
こ
と
が
望
ま
し

い
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
国
の
三
位
一
体

政
策
に
よ
る
地
方
交
付
税
削
減
な
ど
の
影

響
か
ら
、
全
国
市
区
町
村
の
平
成
17
年
度

平
均
は
90
・
２
％
と
な
っ
て
い
ま
す(

み

な
べ
町
は
90
・
１
％
で
し
た)

。ち
な
み
に
、

75
％
以
下
の
市
区
町
村
は
全
国
１
８
４
５

団
体
中
、
61
団
体(

３
・
３
％)

で
す
。

　
平
成
18
年
度
の
町
の
比
率
は
92
・
８
％

で
し
た
。
こ
れ
は
公
債
費
が
前
年
度
よ
り

増
額
し
た
こ
と
が
主
な
原
因
で
す
が
、
前

年
度
よ
り
高
く
な
っ
た
こ
と
で
余
裕
が
少

な
く
な
っ
た
と
い
え
ま
す
。

　
実
質
公
債
費
比
率
は
、
18
年
度
か
ら
地

方
債
の
発
行
が
許
可
制
か
ら
協
議
制
へ
移

行
さ
れ
た
こ
と
に
伴
っ
て
新
し
く
導
入
さ

れ
た
比
率
で
す
。

　
導
入
ま
で
は
、
普
通
会
計
分
の
公
債
費

の
み
を
対
象
に
し
て
算
出
し
た
起
債
制
限

比
率
が
主
に
用
い
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

(

ち
な
み
に
18
年
度
決
算
を
基
に
算
出
し

た
町
の
起
債
制
限
比
率
は
14
・
２
％
で

す)　
新
し
い
導
入
に
よ
っ
て
、
17
年
度
決
算

か
ら
、
特
別
会
計
・
企
業
会
計
の
公
債
費

(

※
２)

、
南
紀
用
水
償
還
金(

島
之
瀬
ダ

ム
と
幹
線
水
路
分)

、
一
部
事
務
組
合
へ

の
負
担
金
な
ど(

※
３)

も
加
え
て
計
算

し
、
町
全
体
の
公
債
費
の
割
合
を
示
す
よ

う
に
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

　
実
質
公
債
費
比
率
が
18
％
を
超
え
る
と

公
共
事
業
の
財
源
と
し
て
町
債
を
借
り
る

と
き
知
事
の
許
可
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

（
18
％
未
満
な
ら
知
事
に
協
議
す
れ
ば
原

則
と
し
て
自
由
に
町
債
が
借
り
入
れ
で
き

ま
す
） 
25
％
を
超
え
る
と
国
が
定
め
た
一

定
の
事
業
に
つ
い
て
借
り
入
れ
が
で
き
な

く
な
り
、
35
％
を
超
え
る
と
借
り
入
れ
で

き
な
く
な
る
事
業
が
増
え
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
町
債
は
国
と
県
の
監
督
下

に
置
か
れ
て
お
り
、
む
や
み
に
借
り
入
れ

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
仕
組
み
に
な
っ
て

　
　
　
▼
農
業
集
落
排
水
事
業(

上
南

部
・
岩
代
地
区
分)

特
別
会
計
、
▼
公

共
下
水
道
事
業(

岩
代
を
除
く
旧
南
部

町
分)

特
別
会
計
、
▼
簡
易
水
道
事
業

(

旧
南
部
川
村
分)

特
別
会
計
、
▼
水

道
事
業(

旧
南
部
町
分)

会
計
の
公
債

費
で
す
。

　
　
　
町
が
加
入
し
て
い
る
次
の
一

部
事
務
組
合
へ
払
う
負
担
金
な
ど
の

中
に
、
各
組
合
が
借
り
入
れ
た
起
債

の
返
済
金
に
充
て
ら
れ
る
分
が
あ
る

こ
と
か
ら
、
町
の
公
債
費
と
し
て
み

な
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

▽
御
坊
日
高
老
人
福
祉
施
設
事
務
組

合(

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
・
と
き
わ

寮)▽
田
辺
市
周
辺
衛
生
施
設
事
務
組
合

(

し
尿
処
理
施
設
・
清
浄
館)

▽
日
高
広
域
消
防
事
務
組
合(

常
備
消

防
、
消
防
車
・
救
急
車)

▽
紀
南
総
合
病
院
組
合(

新
病
院
の
建

設
費
と
医
療
機
器)

※
２
↓

※
３
↓

地方交付税算入分
使用料等充当分
一般財源分(町が実質負担返済するお金)

普通会計分146億2,595万6千円98億3,910万4千円

6億4,603万4千円(うち住宅新築資金等貸付事業特別会計分8,448万4千円)

41億4,081万8千円

南紀用水償還分10億8,801万円

地方交付税算入分1億4,927万5千円

9億3,873万5千円

一部事務組合負担金等分
　　　　16億1,202万 5千円

地方交付税算入分2億301万5千円

14億901万円

地方交付税算入分合計138億4,128万2千円 一般財源分合計96億660万9千円

使用料等充当分合計10億1,346万 9千円

公共下水道事業
特別会計分31億6,478万7千円

15億4,661万5千円

16億1,817万2千円

農業集落排水事業
特別会計分35億5,983万4千円

20億5,996万円

14億9,987万4千円

簡易水道事業特別会計分
　　　　　　　　　2億5,004万3千円

水道事業会計分1億6,070万5千円
(全額、使用料等充当分)

●上記の総合計244 億 6,136 万円

地方交付税算入分4,331万3千円

使用料等充当分2億673万円

(元金のみ)

償 還 額

借 入 額

残 高

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

15億8,263万9千円 18億1,917万7千円 18億3,892万4千円 17億9,717万9千円 18億9,985万4千円

20億8,760万円 17億9,620万円 12億3,170万円 15億3,880万円 13億4,460万円

152億2,443万2千円 148億9,537万7千円153億8,508万7千円 156億1,498万3千円 152億5,119万7千円

　
18
年
度
末
現
在
、
普
通
会
計
・
特
別
会

計
・
水
道
事
業
会
計
・
南
紀
用
水
償
還
金
・

一
部
事
務
組
合
負
担
金
の
町
債
の
合
計
は

２
４
４
億
６
１
３
６
万
円(

元
金
の
み)

と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
旧
町
村
時

代
か
ら
小
中
学
校
の
整
備
、
道
路
・
橋
梁

の
整
備
、
図
書
館
の
建
設
、
ご
み
処
理
施

設
の
整
備
、
下
水
道
施
設
の
整
備
、
役
場

庁
舎
建
築
な
ど
の
た
め
に
借
り
入
れ
ら
れ

て
き
た
も
の
で
す
。

　
返
済
は
計
画
的
に
行
っ
て
い
ま
す
が
、

一
般
財
源
、
つ
ま
り
町
の
お
金(

税
金)

だ

け
で
全
額
を
返
済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
い
う
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
と
い
う

の
は
、
町
債
の
多
く
は
、
国
が
返
済
金(

元

利
と
も)

の
一
部
を
地
方
交
付
税
に
上
乗

せ
し
て
交
付
し
て
く
れ
る
制
度
を
有
効
に

利
用
し
て
る
か
ら
で
す
。
ま
た
、
水
道
事

業
会
計
の
よ
う
に
水
道
使
用
料
金
を
返
済

に
充
て
ら
れ
る
も
の
も
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
地
方
交
付
税
算
入
分
と
使
用
料
金

等
充
当
分
を
差
し
引
く
と
、
18
年
度
末
現

在
、
実
際
の
返
済
必
要
額
は
96
億
６
６
０

万
９
千
円(

元
金
の
み)

に
な
り
ま
す
。

　
こ
れ
ら
を
図
に
表
し
た
の
が
上
の
〈
表

１
〉
で
す
。
な
お
、
各
会
計
の
町
債
残
高
、

交
付
税
算
入
額
、
実
質
一
般
財
源
額
な
ど

を
さ
ら
に
く
わ
し
く
記
載
し
た
一
覧
表
は

裏
面(

最
終
ペ
ー
ジ)

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
19
年
度
〜
23
年
度
普
通
会
計
の
町
債
の

返
済
・
借
り
入
れ
計
画(

見
込
み)

は
、〈
表

２
〉
の
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。
な
お
、
普

通
会
計
の
う
ち
住
宅
新
築
資
金
等
貸
付
事

業
特
別
会
計
は
返
済
の
み
で
借
り
入
れ
は

行
い
ま
せ
ん
。

　
特
別
会
計
も
同
じ
く
返
済
と
借
り
入
れ

を
行
っ
て
い
き
ま
す
が
、
農
業
集
落
排
水

事
業
特
別
会
計
は
借
り
入
れ
を
行
う
予
定

は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
南
紀
用
水
償
還

分
は
24
年
度
で
終
了
す
る
予
定
で
す
。

い
ま
す
。

　
18
年
度
決
算
を
基
に
算
出
さ
れ
た
町
の

比
率
は
22
・
１
％
で
し
た
。
ま
た
、
17
年

度
決
算
か
ら
算
出
さ
れ
た
町
の
比
率
は

21
・
１
％
、
県
内
町
村
平
均
は
14
・
４
％

で
し
た
。

　
実
質
公
債
費
比
率
が
高
い
の
は
「
町
債

を
多
く
返
済
し
て
い
る
」
と
い
う
こ
と
で

す
が
、
み
な
べ
町
の
場
合
は
、
町
債
を
有

効
に
利
用
し
て
町
民
の
生
活
に
直
結
す
る

事
業
を
た
く
さ
ん
積
極
的
に
行
っ
て
き
て

お
り
、
現
在
も
行
っ
て
い
る
か
ら
多
く
返

済
し
て
い
る
の
で
す
。
実
質
公
債
費
比
率

や
経
常
収
支
比
率
は
一
つ
の
指
標
で
あ
り
、

「
だ
か
ら
町
の
財
政
が
悪
い
、
破
綻
す
る
」

と
い
う
こ
と
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

↑

(うち元金) 13億2,846万9千円 15億6,630万4千円 15億9,548万6千円 15億6,556万5千円 16億7,365万5千円
2億5,417万円 2億5,287万3千円 2億4,343万8千円 2億3,161万4千円 2億2,619万9千円(うち利子)

20 億円

140 億円

160 億円
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＊一般公共事業債 12億9,238万4千円 8億3,153万3千円 4億6,085万1千円
一

般

会

計

64.3% 35.7%
＊一般単独事業債 63億7,216万7千円 38億4,826万1千円 25億2,390万6千円60.4% 39.6%

18億1,370万円 12億6,959万円 5億4,411万円70.0% 30.0%うち合併特例債

公営住宅建設事業債 2億6,735万2千円 8,108万8千円 1億8,626万4千円30.3% 69.7%
学校教育施設等整備
事業債

7億3,086万5千円 4億8,086万2千円 2億5,000万3千円65.8% 34.2%

＊辺地対策事業債 11億8,075万4千円 9億4,460万3千円 2億3,615万1千円80.0% 20.0%
災害復旧事業債 2億4,534万円 2億2,320万7千円 2,213万3千円91.0% 9.0%
一般廃棄物処理事業債 2,061万5千円 1,248万円 813万5千円60.5% 39.5%
＊財源対策債 7億3,939万円 7億9,354万9千円 △5,415万9千円107.3%
＊臨時財政特例債 5,747万1千円 1億4,959万7千円 △9,212万6千円260.3%
＊減税補填債 3億4,836万円 4億 739万9千円 △5,903万9千円116.9%
＊臨時税収補填債 5,274万6千円 5,434万7千円 △160万1千円103.0%
＊臨時財政対策債 20億  727万円 20億1,217万8千円 △490万8千円100.2%
＊調整債 1,221万円 1,221万円 100.0%
県貸付金 6億3,437万2千円 6億3,437万2千円 100.0%
＊観光その他事業債 5億6,155万円 5億6,155万円 100.0%
公有林整備事業債 1,862万6千円 1,862万6千円 100.0%

住宅新築資金等貸付事業
特別会計

8,448万4千円 100.0%

一般会計分町債合計 145億4,147万2千円 67.7% 28.5%98億3,910万4千円 41億4,081万8千円5億6,155万円

普

通

会

計
3.8%

8,448万4千円

普 通 会 計 分 合 計 146億2,595万6千円 67.3% 28.3%98億3,910万4千円 41億4,081万8千円6億4,603万4千円 4.4%

地方交付税算入額 使用料等充当分 充当率 実質一般財源額 実 質
負 担 率

平成18年度末
町債残高

平 成 １ ８ 年 度 末 町 債 残 高 の 内 訳

農業集落排水事業特別会計 35億5,983万4千円 57.9% 42.1%20億5,996万円 14億9,987万4千円

公共下水道事業特別会計 31億6,478万7千円 48.9% 51.1%15億4,661万5千円 16億1,817万2千円

簡易水道事業特別会計 2億5,004万3千円 17.3%4,331万3千円 2億  673万円 82.3%

特
別
会
計
等水 道 事 業 会 計 1億6,070万5千円 100.0%1億6,070万5千円

各 会 計 分 合 計 217億6,132万5千円 62.0% 33.3%134億8,899万2千円 72億5,886万4千円10億1,346万9千円 4.7%
南 紀 用 水 償 還 金 10億8,801万円 13.7% 86.3%1億4,927万5千円 9億3,873万5千円
御坊日高老人福祉施設事務組合 1億7,817万3千円 2.3% 97.7%405万円 1億7,412万3千円
田辺市周辺衛生施設事務組合 3億7,087万5千円 53.4% 46.6%1億9,802万円 1億7,285万5千円
日高広域消防事務組合 5,078万2千円 1.9% 98.1%94万5千円 4,983万7千円
紀南綜合病院組合 10億1,219万5千円 100.0%10億1,219万5千円
一 部 事 務 組 合 合 計 16億1,202万5千円 12.6% 87.4%2億 301万5千円 14億  901万円

総 合 計 244億6,136万円 56.6% 39.3%138億4,128万2千円 96億 660万9千円10億1,346万9千円 4.1%

一
部
事
務
組
合

各会計・南紀用水償還金・
一部事務組合の別

＊一般公共事業債
　基本的に国庫補助金の対象となる公共事
業を行う際、事業費から補助金を引いた町
負担分に対する貸付制度資金です。(海岸保
全、漁港整備、フルーツラインなど)

＊臨時財政特例債＊減税補填債
＊臨時税収補填債＊臨時財政対策債
　いずれも税収、補助金や交付税などの不足
分を補うものとして設けられている制度資金
です。減額(△)になっているのは、返済額全
額が地方交付税に上乗せされ、また、財源対
策債と同様、過去に一部繰上償還を行ったが
地方交付税に本来の償還満期年度まで上乗せ
されているものがあるためです。

＊調整債
　昭和60年～平成4年の間、国庫補助金の
補助率が減少されたため、その不足分を補
うために設けられている制度資金です。
＊観光その他事業債
　国民宿舎紀州路みなべの改修工事などを
行うために借り入れしました。返済金には
国民宿舎の営業利益を充てています。
　なお、他の使用料等充当分は、住宅新築
資金等貸付事業特別会計が資金利用者から
の返済金を、簡易水道事業特別会計と水道
事業会計が水道使用料金を充てています。

＊財源対策債
　他の事業債と合わせて借り入れる起債。減
額(△)になっているのは、過去に一部繰上償
還を行いましたが、地方交付税には返済分が
本来の償還満期年度まで上乗せされているた
めです。＊一般単独事業債

　基本的に国庫補助金の対象とならない公
共事業を行う際に借り入れる起債です。但
し、合併特例債は国庫補助金の対象であっ
ても分類上、この区分になっています。(町
道新殿開南部川線改良工事、地域公共ネッ
ト整備、小目津公園整備など)
＊辺地対策事業債
　辺地に認定された清川・高城・東西岩代
の一部などで公共事業を行う際に借り入れ
る制度資金です。(町道名之内線改良工事、
高城保育所改築工事など)
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